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表紙 パトロール

事 業 報 告 （自 平成21年4月 1 日
至 平成22年3月31日）

1. 企業集団の現況に関する事項
⑴　事業の経過及びその成果

当連結会計年度のわが国経済は、長引く経済不況から一
部に景気回復の兆しが見られるものの、企業の設備投資や
雇用情勢は低い水準にとどまるなど、厳しい状況で推移い
たしました。
このような経済情勢の下、当社が日産自動車株式会社か

ら受注しております乗用車は、「セレナ」の増加などにより、
前連結会計年度に比べ売上台数は9.6％増の136,093台、
売上高は6.1％増の2,410億円となりました。
商用車は、昨年5月に発売した「NV200 バネット」が
加わりましたが、「ピックアップ」の減少などにより、前
連結会計年度に比べ売上台数は27.5％減の89,527台、売
上高は24.2％減の1,150億円となりました。
小型バスは、「キャラバン」が減少したことなどにより、

前連結会計年度に比べ売上台数は32.9％減の14,199台、
売上高は34.3％減の278億円となりました。
以上の結果、前連結会計年度に比べ自動車の総売上台数

は10.8％減の239,819台となり、自動車部分品などを加
えた総売上高は8.8％減の4,244億円となりました。
損益面では、売上高の減少はあるものの、原価低減や生

産性向上への取り組みなどにより、前連結会計年度に比べ
営業利益は25.9％増の262億円、経常利益は19.4％増の
237億円となりました。また、当期純利益は、本年1月に
操業を開始した日産車体九州株式会社への転籍などによる
退職特別加算金48億円、一部車種の第1地区から第2地区
への移管に伴う湘南工場再編等による固定資産の減損損失
32億円の計上などにより、18.3％減の83億円となりました。
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⑵　資金調達の状況
当連結会計年度は特記すべき資金調達は実施しておりま
せん。

⑶　設備投資等の状況
当連結会計年度の設備投資の総額は約396億円で、新
商品、マイナーチェンジによる商品力強化、日産車体九州
株式会社生産設備の導入、生産設備の合理化、環境改善、
厚生施設の改善など諸設備の充実強化に努めました。

⑷　対処すべき課題
当社は、平成20年度から平成24年度までの中期経営計

画「GT 2012 NS」に取り組んでおります。中期目標と
しては「各事業年度の品質及び収益目標を達成するととも
に、モノづくりにおける日産圏ベンチマークとなり、更に
は日産グローバル戦略の基で海外拠点運営に貢献する」を
掲げ、品質を基軸とした企業体質の強化を図っています。
開発から生産準備、及び生産までの技術力をより一層強化
するとともに、平成21年度に稼働を開始した日産車体九
州株式会社の新工場では、品質･コスト･納期の総合力で日
産圏ベンチマークとなる工場の実現を目指します。あわせ
て湘南工場の再構築に取り組み、当社の特徴である多車種
少量生産に更に磨きをかけることで、お客様、株主様、取
引先様、地域社会の皆様、そして従業員など、ステークホ
ルダーの皆様からの信頼を高められるよう、今後も企業価
値の向上に努めてまいります。

（注） 1株当たり当期純利益は、期中平均の株式数により算出しております。

　　品目別売上の状況

品 目 台 数 金 額 対前連結
会計年度比

台 百万円 ％

乗 用 車 136,093 241,040 6.1

商 用 車 89,527 115,048 △24.2

小 型 バ ス 14,199 27,862 △34.3

自 動 車 部 分 品 等 － 40,525 △8.1

合　　　計 239,819 424,477 △8.8

⑸　財産及び損益の状況の推移

期　別
項　目

第84期
（平成19年3月期）

第85期
（平成20年3月期）

第86期
（平成21年3月期）

第87期
（当連結会計年度）
（平成22年3月期）

売 上 高（百万円） 567,786 612,758 465,480 424,477

経 常 利 益（百万円） 20,952 36,424 19,855 23,707

当期純利益（百万円） 12,175 18,277 10,275 8,391

1株当たり当期純利益（円） 78.40 117.41 65.74 53.67

総 資 産（百万円） 228,522 255,763 222,897 269,464

純 資 産（百万円） 111,056 128,595 137,114 144,120

1株当たり純資産額（円） 711.90 820.95 877.17 921.83
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⑺　主要な事業内容
　当社グループは、自動車及びその部分品の製造・販売を
主な事業内容とし、これらに関連するサービス等の事業活
動を展開しております。
　主な製品は次のとおりであります。

品　　　目 製　　　品　　　名

乗 用 車
エルグランド、セレナ、ウイングロード、セドリック、
キャラバン、NV200 バネット、パトロール

商 用 車
AD、ADエキスパート、キャラバン、NV200 バネット、
ピックアップ

小 型 バ ス キャラバン、シビリアン

自動車部分品等 自動車用各種部分品等

⑹　重要な親会社及び子会社の状況
　①親会社の状況
　当社の親会社である日産自動車株式会社は、当社の発行
済株式総数のうち66,936千株（議決権比率42.9％）を所
有しており、当社の売上高の99.9％は同社に対するもの
であります。

　②重要な子会社の状況

会　社　名 資本金 議決権比率 主 要な事業内容

百万円 ％

日 産 車 体 九 州 ㈱ 10 100 自動車の製造

日産車体
マニュファクチュアリング㈱ 432 100 自動車部品のプレス加工・ 

組立、樹脂製品の成形・組立

日産車体エンジニアリング㈱ 40 100 機械設備等の保全・整備、各種
設備工事、物流業務

㈱オートワークス京都 480 100 自動車の製造

㈱ エ ヌ シ ー エ ス 100 100 システム開発・プログラム 
開発業務、システム機器の販売

㈱ プ ロ ス タ ッ フ 90 100 人材派遣
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⑻　主要な営業所及び工場
　①当社

名 称 所 在 地

本 社 神 奈 川 県 平 塚 市

開 発 部 門 神 奈 川 県 平 塚 市

秦 野 事 業 所 神 奈 川 県 秦 野 市

追 浜 分 室 神 奈 川 県 横 須 賀 市

栃 木 分 室 栃 木 県 河 内 郡 上 三 川 町

生 産 部 門 神 奈 川 県 平 塚 市

湘 南 工 場 神 奈 川 県 平 塚 市

京 都 分 室 京 都 府 宇 治 市

　②子会社

日 産 車 体 九 州 ㈱ 本社及び工場：福岡県京都郡苅田町

日産車体マニュファクチュアリング㈱ 本社：神奈川県平塚市
工場：神奈川県平塚市、神奈川県秦野市

㈱ オ ー ト ワ ー ク ス 京 都 本社及び工場：京都府宇治市

⑼　従業員の状況
　①企業集団の従業員の状況

従業員数 前期末比増減

4,818名 69名減

　②当社の従業員の状況

従業員数 前期末比増減

2,661名 351名減

2. 会社の株式に関する事項
⑴　発行可能株式総数 400,000,000株
⑵　発行済株式の総数 156,342,001株

（自己株式　897,690株を除く）

⑶　当事業年度末の株主数 5,006名
⑷　上位10名の株主

株 主 名 持 株 数 持株比率

千株 ％

日 産 自 動 車 株 式 会 社 66,936 42.8

ロ イ ヤ ル バ ン ク オ ブ カ ナ ダ ト ラ ス ト
カ ン パ ニ ー （ ケ イ マ ン ） リ ミ テ ッ ド 13,970 8.9

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社 10,624 6.8

立 花 証 券 株 式 会 社 9,849 6.3

日本マスタートラスト信託銀行株式会社 3,165 2.0

ステート ストリート バンク アンド トラストカンパニー 3,097 2.0

日 産 車 体 取 引 先 持 株 会 2,830 1.8

資 産 管 理 サ ー ビ ス 信 託 銀 行 株 式 会 社 2,553 1.6

第 一 生 命 保 険 相 互 会 社 2,218 1.4

ノーザン トラスト カンパニー（エイブイエフシー） 1,892 1.2

（注） 持株比率は、自己株式（897,690株）を控除して計算しております。
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3. 会社役員に関する事項
⑴　取締役及び監査役

地 位 氏 名 担 当 重要な兼職の
状 況

取締役会長 小 枝 　 至
カルソニック
カンセイ㈱
取締役会長

※取締役社長 渡 辺 義 章 内部監査室担当

取 締 役 三 武 良 光
開発部門統括、PV車両開
発部担当、商品保証本部
長委嘱

取 締 役 門 田 　 誠 生産部門統括、安全環境
部担当

取 締 役 大 谷 秀 一 管理部門統括、経営管理部・
総務部・IT推進部担当

監 査 役 石 原 忠 志 常勤

監 査 役 島 田 吉 隆 常勤 鬼 怒 川 ゴ ム
工業㈱監査役

監 査 役 小 山 俊 雄 ジ ヤ ト コ ㈱
監査役

監 査 役 早 瀬 哲 夫

（注） 1. ※印は代表取締役であります。
 2.  監査役石原忠志氏及び島田吉隆氏並びに小山俊雄氏は、社外監査役

であります。
 3.  平成21年6月26日開催の第86回定時株主総会終結の時をもって、

監査役伊藤彰敏氏は辞任いたしました。
 4.  渡辺義章氏、門田誠氏及び大谷秀一氏並びに早瀬哲夫氏は平成21

年6月26日開催の第86回定時株主総会において、新たに選任され
た取締役及び監査役であります。

⑵　取締役及び監査役の報酬等の総額

区　　分 支給人員 支　給　額 株 主 総 会 で 定 め ら れ た
報 酬 限 度 額

取 締 役 7名 65,835千円
取締役の報酬限度額は月額30,000千
円（昭和57年6月30日決議）であり
ます。但し、使用人兼務取締役の給与
は含みません。

監 査 役 5名 32,160千円 監査役の報酬限度額は月額5,000千円
（昭和57年6月30日決議）であります。

計 12名 97,995千円

（注） 1.  当期末現在の取締役は5名、監査役は4名であります。但し、その内
取締役1名は無報酬、社外監査役3名に当期支払った報酬は22,980
千円であります。

 2.  取締役の支給額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれて
おりません。
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⑶　社外役員に関する事項
　監査役　石原忠志氏

1）他の法人等の業務執行取締役等の兼職状況
　該当事項はありません。

2）他の法人等の社外役員等の兼職状況
　該当事項はありません。

3）主要取引先等特定関係事業者との関係
　該当事項はありません。

4）当事業年度における主な活動状況
①取締役会等への出席の状況
　取締役会への出席率は94％、監査役会への出席率
は100％であります。

②取締役会等における発言の状況
　取締役会においては、主に法令や定款の遵守に係る
見地から意見を述べ、取締役会の意思決定の妥当性・
適正性を確保するための助言・提言を行っております。
　また監査役会においては、監査結果についての意見交
換、監査に関する重要事項の協議等を行っております。

5）責任限定契約の内容の概要
　会社法第427条第1項及び当社定款第39条第2項に
基づき、同氏との間に責任限定契約を締結しており、
同氏が職務を行うにつき善意でかつ重大な過失がない
ときは、同氏の責任は会社法第425条第1項に定める
最低責任限度額を限度としております。

6）当社親会社又は当該親会社の子会社から当事業年度の
役員として受けた報酬等の額
　該当事項はありません。

　監査役　島田吉隆氏
1）他の法人等の業務執行取締役等の兼職状況
　該当事項はありません。

2）他の法人等の社外役員等の兼職状況
　鬼怒川ゴム工業株式会社の社外監査役であります。
鬼怒川ゴム工業株式会社は当社の親会社である日産自
動車株式会社の関連会社であります。

3）主要取引先等特定関係事業者との関係
　該当事項はありません。

4）当事業年度における主な活動状況
①取締役会等への出席の状況
　取締役会への出席率は100％、監査役会への出席
率は100％であります。

②取締役会等における発言の状況
　取締役会においては、主に法令や定款の遵守に係る
見地から意見を述べ、取締役会の意思決定の妥当性・
適正性を確保するための助言・提言を行っております。
　また監査役会においては、監査結果についての意見交
換、監査に関する重要事項の協議等を行っております。

5）責任限定契約の内容の概要
　会社法第427条第1項及び当社定款第39条第2項に
基づき、同氏との間に責任限定契約を締結しており、
同氏が職務を行うにつき善意でかつ重大な過失がない
ときは、同氏の責任は会社法第425条第1項に定める
最低責任限度額を限度としております。

6）当社親会社又は当該親会社の子会社から当事業年度の
役員として受けた報酬等の額
　該当事項はありません。

　監査役　小山俊雄氏
1）他の法人等の業務執行取締役等の兼職状況
　該当事項はありません。

2）他の法人等の社外役員等の兼職状況
　ジヤトコ株式会社の社外監査役であります。ジヤト
コ株式会社は当社の親会社である日産自動車株式会社
の子会社であります。

3）主要取引先等特定関係事業者との関係
　該当事項はありません。

4）当事業年度における主な活動状況
①取締役会等への出席の状況
　 　取締役会への出席率は100％、監査役会への出席
率は100％であります。

②取締役会等における発言の状況
　 　取締役会においては、主に法令や定款の遵守に係る
見地から意見を述べ、取締役会の意思決定の妥当性・
適正性を確保するための助言・提言を行っております。
　 また監査役会においては、監査結果についての意見交
換、監査に関する重要事項の協議等を行っております。

5）責任限定契約の内容の概要
　会社法第427条第1項及び当社定款第39条第2項に
基づき、同氏との間に責任限定契約を締結しており、
同氏が職務を行うにつき善意でかつ重大な過失がない
ときは、同氏の責任は会社法第425条第1項に定める
最低責任限度額を限度としております。
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6） 当社親会社又は当該親会社の子会社から当事業年度の
役員として受けた報酬等の額
　ジヤトコ株式会社から3,600千円の報酬を受け取り
ました。

4. 会計監査人に関する事項
⑴　会計監査人の名称
　　　新日本有限責任監査法人
⑵　当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額

① 当事業年度に係る会計監査人としての報酬等の額 34百万円

② 当社及び当社子会社が支払うべき金銭その他の財産上の
利益の合計額 34百万円

（注）  当社と会計監査人との間の監査契約において､ 会社法に基づく監査と金融
商品取引法に基づく監査の監査報酬等の額を区分しておらず、また実質的
にも区分できないため、①の金額にはこれらの合計額を記載しております。

⑶　会計監査人の解任または不再任の決定の方針
　取締役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合
等、その必要があると判断した場合は、監査役会の同意を
得た上で、または監査役会の請求に基づいて、会計監査人
の解任または不再任を株主総会の会議の目的とすることと
します。
　監査役会は、会計監査人が会社法第340条第1項各号に定
める項目に該当すると認められる場合は、監査役全員の同意
に基づき監査役会が、会計監査人を解任します。この場合、
監査役会が選定した監査役は、解任後最初に招集される株主
総会において、解任の旨及びその理由を報告します。

5．  業務の適正を確保するための体制等の整備についての決議の
内容の概要

⑴　取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合する
ことを確保するための体制
　当社は、取締役及び使用人が社会的良識を持って行動す
ることの重要性を認識し、法令遵守及び公正な業務運営の
確保に向けて、「日産車体行動規範～わたしたちの約束～」
を制定し、社内研修等を通じて内容の理解を深めさせると
ともに、それぞれから署名・捺印を求める。また、内部監
査室は、社内各部門に対し、法令及び定款の遵守状況等の
監査を行う。
　コンプライアンス上の問題については、従業員が直接か
つ容易に情報提供できる内部通報制度（イージーボイス
システム）を導入し、問題の早期発見と是正を行う。特に
行動規範に抵触すると思われる事項の報告を受けた場合
は、直ちに「コンプライアンス委員会」を開催し、速やか
に対策を審議し実行に移す。なお、「コンプライアンス委
員会」の活動は、毎月執行役員会議に報告する。
　反社会的勢力に対しては、会社として毅然とした態度で
臨む。取締役及び使用人は、万一何らかのアプローチを受
けた場合は、速やかに上司並びに関連部署に報告し、その
指示に従う。取締役及び使用人は、業務遂行上、直接・間
接を問わず、詐欺・恐喝等の不正・犯罪行為、あるいはそ
のおそれがある事態に遭遇した場合は、毅然とした態度で
臨むと同時に、速やかに上司並びに関連部署に報告し、そ
の指示に従う。
　さらに、当社は、企業会計審議会より公表された財務報
告に係る内部統制の評価及び監査の基準並びに実施基準に
基づき、財務報告の信頼性を確保するための内部統制の仕
組みの強化に努める。

⑵　取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する
体制
　株主総会議事録及び取締役会議事録や職務権限基準に基
づいて意思決定された決裁書その他の決定書面について
は、社内規程に従い保存し管理する。取締役及び監査役は、
これらの書面を閲覧することができる。

⑶　損失の危険の管理に関する規程その他の体制
　当社は、事業の継続を阻害するものや、ステークホルダ
ーの安全・安心を脅かすリスクを把握し、社長を委員長と
する「リスクマネジメント委員会」を設置し、危機管理を
含めた全社レベルのリスク管理を推進する。
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⑺　取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制その他
の監査役への報告に関する体制
　取締役及び使用人は、当社及び当社グループ会社の経営
に重大な影響を及ぼすおそれのある事実があることを発見
したときは、速やかに監査役に報告する。
　また、監査役が当社及び当社グループ会社の重要な意思
決定および業務執行状況を把握できるよう、取締役会のほ
か、執行役員会議への代表監査役の参加を確保するととも
に、監査役の定期的な部門往査の際に職務の遂行状況や検
討課題を報告する。また、内部監査室は必要に応じ監査役
会に監査報告を行う。

⑻　その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するた
めの体制
　監査役と代表取締役社長との定期的な意見交換実施の機
会を設けるとともに、監査役は監査法人から定期的に監査
報告を受ける。

　リスク管理の推進にあたって、当社の主要なリスクであ
る環境・品質・安全等については、環境委員会・品質委員
会・安全会議等の専門委員会や会議を定期的に開催し、リ
スクの極小化に取り組む。併せて、規程・基準・マニュア
ル等を整備し、その教育と徹底に取り組み、再発防止や、
万一発生した場合の被害の最小化に努める。

⑷　取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するた
めの体制
　スリムな取締役会における意思決定の迅速化と、業務執
行を担う執行役員に対する権限委譲による業務執行の効率
化を狙いとして執行役員制を導入する。
　取締役会とは別に、執行役員等によって構成される執行
役員会議を原則週1回開催し、業務執行に伴う個別具体的
な経営課題を協議する。
　業務分掌規程を定め、また明確で透明性のある職務権限
基準を策定することにより、業務執行の効率化を図る。

⑸　当社並びにその親会社および子会社から成る企業集団にお
ける業務の適正を確保するための体制
　当社グループ会社における業務の適正を確保するため、
親会社も含めた企業集団としての行動規範を定め、コンプ
ライアンスや情報セキュリティなどに関する理念の統一を
図る。また、実際に問題が発生した時のコミュニケーショ
ンツールとして、親会社との間、また子会社との間に内部
通報システムを機能させる。
　さらに、整合性のとれた効率的なグループ経営を行うた
め、親会社および子会社との間で、定期的に会議体を開催
し、情報の共有化を図る。
　子会社との間では、監査役並びに内部監査室による監査
を行うほか、必要に応じて当社の取締役または使用人が、
子会社の取締役または監査役を兼務し、業務執行並びに会
計の状況等を定常的に監視監督する。

⑹　監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた
場合における当該使用人に関する事項、並びに当該使用人
の取締役からの独立性に関する事項
　監査役の職務を補助すべき部門として監査役室を設置す
る。また、当該部門は取締役からの独立性を確保するため
専任体制をとっており、その使用人の任免・人事評価等に
ついては、予め監査役会の同意を要するものとする。
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科 目 金　額 科 目 金　額
百万円 百万円

（ 資 産 の 部 ） 269,464

流 動 資 産 147,290

現 金 及 び 預 金 2,359

受取手形及び売掛金 70,445

仕 掛 品 6,396

原材料及び貯蔵品 2,529

未 収 入 金 4,337

預 け 金 55,975

繰 延 税 金 資 産 4,984

そ の 他 277

貸 倒 引 当 金 △15

固 定 資 産 122,174

有 形 固 定 資 産 115,322

建物及び構築物 19,901

機械装置及び運搬具 36,875

工具、器具及び備品 38,140

土 地 18,394

建 設 仮 勘 定 2,010

無 形 固 定 資 産 1,920

投資その他の資産 4,932

投 資 有 価 証 券 847

長 期 前 払 費 用 50

繰 延 税 金 資 産 3,194

そ の 他 917

貸 倒 引 当 金 △77

（ 負 債 の 部 ） 125,344

流 動 負 債 106,816

支払手形及び買掛金 57,728

リ ー ス 債 務 17,385

未 払 金 878

未 払 費 用 15,967

未 払 法 人 税 等 8,258

預 り 金 277

従 業 員 預 り 金 5,394

製品保証引当金 573

そ の 他 352

固 定 負 債 18,528

リ ー ス 債 務 10,797

製品保証引当金 800

退職給付引当金 6,502

役員退職慰労引当金 97

そ の 他 329

（ 純 資 産 の 部 ） 144,120

株 主 資 本 144,120

資 本 金 7,904

資 本 剰 余 金 8,517

利 益 剰 余 金 128,177

自 己 株 式 △479

評価・換算差額等 △0

その他有価証券評価差額金 △0

資 産 合 計 269,464 負債及び純資産合計 269,464

科　　　　　　　　目 金　　　額
百万円

売 上 高 424,477

売 上 原 価 389,409

売 上 総 利 益 35,067

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 8,809

営 業 利 益 26,258

営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金 401

そ の 他 297

計 698

営 業 外 費 用

支 払 利 息 93

退職給付会計基準変更時差異の処理額 748

子 会 社 開 業 準 備 費 用 2,257

そ の 他 150

計 3,250

経 常 利 益 23,707

特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益 23

計 23

特 別 損 失

固 定 資 産 除 却 損 91

部 品 金 型 補 償 損 201

退 職 特 別 加 算 金 4,873

減 損 損 失 3,265

そ の 他 2

計 8,434

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 15,296

法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 11,708

法 人 税 等 調 整 額 △4,803

当 期 純 利 益 8,391

連結貸借対照表 連結損益計算書（平成22年3月31日現在） （自　平成21年4月 1 日
至　平成22年3月31日）
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連結株主資本等変動計算書（自　平成21年4月 1 日
至　平成22年3月31日）

科　　　　　　　　目 金　　　額
百万円

株主資本

　資本金

　　前期末残高 7,904

　　当期末残高 7,904

　資本剰余金

　　前期末残高 8,510

　　当期変動額

　　　自己株式の処分 6

　　　当期変動額合計 6

　　当期末残高 8,517

　利益剰余金

　　前期末残高 121,193

　　当期変動額

　　　剰余金の配当 △1,406

　　　当期純利益 8,391

　　　当期変動額合計 6,984

　　当期末残高 128,177

　自己株式

　　前期末残高 △493

　　当期変動額

　　　自己株式の取得 △2

　　　自己株式の処分 16

　　　当期変動額合計 13

　　当期末残高 △479

　株主資本合計

　　前期末残高 137,116

　　当期変動額

　　　剰余金の配当 △1,406

　　　当期純利益 8,391

　　　自己株式の取得 △2

　　　自己株式の処分 22

　　　当期変動額合計 7,004

　　当期末残高 144,120

科　　　　　　　　目 金　　　額
百万円

評価・換算差額等

　その他有価証券評価差額金

　　前期末残高 △1

　　当期変動額

　　　株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 0

　　　当期変動額合計 0

　　当期末残高 △0

　評価・換算差額等合計

　　前期末残高 △1

　　当期変動額

　　　株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 0

　　　当期変動額合計 0

　　当期末残高 △0

純資産合計

　前期末残高 137,114

　当期変動額

　　剰余金の配当 △1,406

　　当期純利益 8,391

　　自己株式の取得 △2

　　自己株式の処分 22

　　株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 0

　　当期変動額合計 7,005

　当期末残高 144,120
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連 結 注 記 表
1． 連結計算書類作成のための基本となる重要な事項
　⑴連結の範囲に関する事項
　　①連結子会社 6社
　　　 日産車体九州㈱、日産車体マニュファクチュアリング㈱、

日産車体エンジニアリング㈱、㈱オートワークス京都、
㈱エヌシーエス、㈱プロスタッフ

　 　②非連結子会社 1社
　　　㈱新和興産
　　　 非連結子会社については小規模会社であり、総資産、売上

高、当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分
に見合う額）等は連結計算書類に重要な影響を及ぼしてい
ないと認められるため、連結の範囲より除外した。

　⑵持分法の適用に関する事項
　　①持分法適用の非連結子会社 － 社
　　②持分法適用の関連会社 － 社
　　③ 持分法を適用していない非連結子会社1社（㈱新和興産）及

び関連会社1社（㈱トノックス）については、当期純損益（持
分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等から
みて、持分法の対象から除いても連結計算書類に及ぼす影
響が軽微であり、かつ全体としても重要性がないため、持
分法適用の範囲より除外した。

　⑶会計処理基準に関する事項
　　①重要な資産の評価基準及び評価方法
　　・有価証券
　　　　その他有価証券
　　　　　時価のあるもの　　　　 連結決算日の市場価格等に基

づく時価法（評価差額は全部
純資産直入法により処理し、
売却原価は主として移動平均
法により算定している）

　　　　　時価のないもの　　　　移動平均法による原価法
　　・たな卸資産
　　　　仕掛品、原材料、貯蔵品　 主として先入先出法による原

価法（貸借対照表額は収益性
の低下による簿価切下げの方
法により算定）

　　②重要な減価償却資産の減価償却の方法
　　・有形固定資産（リース資産を除く）
　　　 　主として耐用年数を見積耐用年数、残存価額を実質的残

存価額とする定額法によっている。
　　・無形固定資産（リース資産を除く）
　　　 　定額法によっている。なお、自社利用のソフトウエアに

ついては、社内における利用可能期間（5年）に基づく定
額法によっている。

　　・リース資産
　　　 　耐用年数を見積耐用年数またはリース期間、残存価額を

実質的残存価額とする定額法によっている。
　　・長期前払費用
　　　　均等償却によっている。

　　③重要な引当金の計上基準
　　・貸倒引当金
　　　 　債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権について

は貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権について
は個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上して
いる。

　　・製品保証引当金
　　　 　製品のクレーム費用の支出に備えるため、過去の実績を

基礎に翌期以降保証期間内の費用見積額を計上している。
　　・退職給付引当金
　　　 　従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末にお

ける退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計上して
いる。

　　　 　なお、会計基準変更時差異は、15年による按分額を費
用処理している。

　　　 　過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均残存勤務期
間以内の一定の年数（15年）による定額法により費用処
理している。

　　　 　数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤
務期間以内の一定の年数（15年）による定額法により按
分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理す
ることとしている。

　　・役員退職慰労引当金
　　　 　役員の退職慰労金支出に備えるため、内規に基づく期末

要支給額を計上している。
　　④消費税等の会計処理
　　　 　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によって

いる。
　⑷連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項
　　 　連結子会社の資産及び負債の評価については、全面時価評
価法を採用している。

　⑸表示方法の変更
　　（連結損益計算書）
　　 　営業外費用の「子会社開業準備費用」は、当連結会計年度
より区分掲記している。

2． 連結貸借対照表に関する注記
　⑴有形固定資産の減価償却累計額 244,703百万円
　⑵保証債務
　　 　従業員の住宅購入資金借入に対する保証
 6,788百万円
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　　（注1） 金融商品の時価の算定方法
　　　　① 現金及び預金、②受取手形及び売掛金、③預け金、並びに⑤支払

手形及び買掛金
　　　　　 　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等し

いことから、当該帳簿価額によっている。
　　　　④投資有価証券
　　　　　 　時価のある株式について取引所の価格によっている。
　　　　⑥リース債務
　　　　　 　リース債務の時価については、元利金の合計額を、新規に同様

のリース取引を行なった場合に想定される利率で割り引いた現在
価値により算定している。

　　（注2） 非上場株式（連結貸借対照表計上額842百万円）は、市場価格が
なく、かつ将来キャッシュ・フローを見積ることなどができず、
時価を把握することが極めて困難と認められるため、「④投資有
価証券　その他有価証券」には含めていない。

　　（追加情報）
　　　 　当連結会計年度より、「金融商品に関する会計基準｣（企

業会計基準第10号 平成20年3月10日）及び「金融商品の
時価等の開示に関する適用指針」（企業会計基準適用指針
第19号 平成20年3月10日）を適用している。

5． 1株当たり情報に関する注記
　⑴1株当たり純資産額 921円83銭
　⑵1株当たり当期純利益 53円67銭

6． 重要な後発事象に関する注記
　　該当事項はない。

7． その他の注記
　　記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示している。

3． 連結株主資本等変動計算書に関する注記
　⑴ 当連結会計年度末の発行済株式の種類及び総数
　　　普通株式 157,239千株

　⑵剰余金の配当に関する事項
　　①配当金支払額

決　議 株式の種類 配当金の総額
（百万円）

1株当たり
配当額（円） 基 準 日 効 力

発 生 日

平成21年6月26日
定 時 株 主 総 会 普通株式 703 4.50 平成21年

3月31日
平成21年
6月29日

平成21年11月4日
取 締 役 会 普通株式 703 4.50 平成21年

9月30日
平成21年
12月1日

計 － 1,406 － － －

　　② 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力
発生日が当連結会計年度末後となるもの

　　　 　平成22年6月29日開催予定の第87回定時株主総会にお
いて、次のとおり付議する予定である。

　　　・配当金の総額 703百万円
　　　・配当の原資 利益剰余金
　　　・1株当たり配当額 4円50銭
　　　・基準日 平成22年3月31日
　　　・効力発生日 平成22年6月30日

4． 金融商品に関する注記
　⑴金融商品の状況に関する事項
　　 　当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限
定し、運転資金及び設備投資資金については、内部資金を充
当し、外部からの資金調達は行なっていない。

　　 　受取手形及び売掛金については、取引先から財務情報を入
手し、取引先の信用リスクに備えている。また、預け金につ
いては一時的な余剰資金運用目的のための日産系ファイナン
ス会社に対する資金の寄託である。

　⑵金融商品の時価等に関する事項
　　 　平成22年3月31日（当期の連結決算日）における連結貸

借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のと
おりである。

連結貸借対照表
計上額（＊）
（百万円）

時価（＊）
（百万円）

差額
（百万円）

①現金及び預金 2,359 2,359 －
②受取手形及び売掛金 70,445 70,445 －
③預け金 55,975 55,975 －
④投資有価証券
　　その他有価証券 5 5 －
⑤支払手形及び買掛金 （57,728） （57,728） －
⑥リース債務 （28,183） （27,788） （394）

　　（＊）負債に計上されているものについては、（　）で示している。
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科 目 金　額 科 目 金　額
百万円 百万円

（ 資 産 の 部 ） 277,270

流 動 資 産 161,155

現 金 及 び 預 金 10

売 掛 金 68,020

仕 掛 品 5,339

原材料及び貯蔵品 1,194

関係会社短期貸付金 6,344

未 収 入 金 19,528

預 け 金 55,975

繰 延 税 金 資 産 4,632

そ の 他 118

貸 倒 引 当 金 △8

固 定 資 産 116,114

有 形 固 定 資 産 107,426

建 物 16,121

構 築 物 1,855

機 械 及 び 装 置 32,230

車 両 運 搬 具 336

工具、器具及び備品 38,003

土 地 16,973

建 設 仮 勘 定 1,904

無 形 固 定 資 産 2,012

借 地 権 5

ソ フ ト ウ エ ア 1,994

施 設 利 用 権 12

投資その他の資産 6,675

投 資 有 価 証 券 506

関 係 会 社 株 式 1,614

関係会社長期貸付金 1,306

長 期 前 払 費 用 39

繰 延 税 金 資 産 2,627

そ の 他 652

貸 倒 引 当 金 △71

（ 負 債 の 部 ） 133,657

流 動 負 債 117,445

支 払 手 形 327

買 掛 金 69,077

関係会社短期借入金 3,005

リ ー ス 債 務 17,383

未 払 金 1,043

未 払 費 用 12,267

未 払 法 人 税 等 8,095

預 り 金 188

従 業 員 預 り 金 5,394

製品保証引当金 573

そ の 他 89

固 定 負 債 16,211

リ ー ス 債 務 10,786

製品保証引当金 800

退職給付引当金 4,295

そ の 他 329

（ 純 資 産 の 部 ） 143,613

株 主 資 本 143,613

資 本 金 7,904

資 本 剰 余 金 8,517

資 本 準 備 金 8,317

その他資本剰余金 200

利 益 剰 余 金 127,669

利 益 準 備 金 1,976

その他利益剰余金 125,693

買換資産圧縮積立金 3,761

別 途 積 立 金 22,848

繰越利益剰余金 99,084

自 己 株 式 △479

資 産 合 計 277,270 負債及び純資産合計 277,270

科　　　　　　　　目 金　　　額
百万円

売 上 高 412,858

売 上 原 価 381,925

売 上 総 利 益 30,932

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 7,533

営 業 利 益 23,399

営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金 477

そ の 他 732

計 1,210

営 業 外 費 用

支 払 利 息 114

退職給付会計基準変更時差異の処理額 704

そ の 他 342

計 1,160

経 常 利 益 23,448

特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益 16

計 16

特 別 損 失

固 定 資 産 除 却 損 25

部 品 金 型 補 償 損 201

退 職 特 別 加 算 金 3,783

減 損 損 失 3,265

そ の 他 0

計 7,276

税 引 前 当 期 純 利 益 16,189

法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 11,389

法 人 税 等 調 整 額 △4,800

当 期 純 利 益 9,599

貸 借 対 照 表 損 益 計 算 書（平成22年3月31日現在） （自　平成21年4月 1 日
至　平成22年3月31日）
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株主資本等変動計算書 （自　平成21年4月 1 日
至　平成22年3月31日）

科　　　　　　　　目 金　　　額
百万円

株主資本
　資本金
　　前期末残高 7,904
　　当期末残高 7,904
　資本剰余金
　　資本準備金
　　　前期末残高 8,317
　　　当期末残高 8,317
　　その他資本剰余金
　　　前期末残高 193
　　　当期変動額
　　　　自己株式の処分 6
　　　　当期変動額合計 6
　　　当期末残高 200
　　資本剰余金合計
　　　前期末残高 8,510
　　　当期変動額
　　　　自己株式の処分 6
　　　　当期変動額合計 6
　　　当期末残高 8,517
　利益剰余金
　　利益準備金
　　　前期末残高 1,976
　　　当期末残高 1,976
　　その他利益剰余金
　　　買換資産圧縮積立金
　　　　前期末残高 3,968
　　　　当期変動額
　　　　　買換資産圧縮積立金の取崩 △207
　　　　　当期変動額合計 △207
　　　　当期末残高 3,761
　　　別途積立金
　　　　前期末残高 22,848
　　　　当期末残高 22,848
　　　繰越利益剰余金
　　　　前期末残高 90,684
　　　　当期変動額
　　　　　買換資産圧縮積立金の取崩 207
　　　　　剰余金の配当 △1,406
　　　　　当期純利益 9,599
　　　　　当期変動額合計 8,399
　　　　当期末残高 99,084

科　　　　　　　　目 金　　　額
百万円

　　利益剰余金合計
　　　前期末残高 119,477
　　　当期変動額
　　　　買換資産圧縮積立金の取崩 －
　　　　剰余金の配当 △1,406
　　　　当期純利益 9,599
　　　　当期変動額合計 8,192
　　　当期末残高 127,669
　自己株式
　　前期末残高 △493
　　当期変動額
　　　自己株式の取得 △2
　　　自己株式の処分 16
　　　当期変動額合計 13
　　当期末残高 △479
　株主資本合計
　　前期末残高 135,399
　　当期変動額
　　　剰余金の配当 △1,406
　　　当期純利益 9,599
　　　自己株式の取得 △2
　　　自己株式の処分 22
　　　当期変動額合計 8,213
　　当期末残高 143,613
純資産合計
　前期末残高 135,399
　当期変動額
　　剰余金の配当 △1,406
　　当期純利益 9,599
　　自己株式の取得 △2
　　自己株式の処分 22
　　当期変動額合計 8,213
　当期末残高 143,613
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個 別 注 記 表
1． 重要な会計方針に係る事項
　⑴資産の評価基準及び評価方法
　　①有価証券
　　　子会社株式及び関連会社株式 移動平均法による原価法
　　　その他有価証券
　　　　時価のないもの 移動平均法による原価法
　　②たな卸資産
　　　仕掛品、原材料、貯蔵品  先入先出法による原価法

（貸借対照表価額は収益性
の低下による簿価切下げの
方法により算定）

　⑵固定資産の減価償却の方法
　　①有形固定資産（リース資産を除く）
　　　 　耐用年数を見積耐用年数、残存価額を実質的残存価額と

する定額法によっている。
　　②無形固定資産（リース資産を除く）
　　　 　定額法によっている。なお、自社利用のソフトウエアに

ついては、社内における利用可能期間（5年）に基づく定
額法によっている。

　　③リース資産
　　　 　耐用年数を見積耐用年数またはリース期間、残存価額を

実質的残存価額とする定額法によっている。
　　④長期前払費用
　　　 　均等償却によっている。
　⑶引当金の計上基準
　　①貸倒引当金
　　　 　債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権について

は貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権について
は個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上して
いる。

　　②製品保証引当金
　　　 　製品のクレーム費用の支出に備えるため、過去の実績を

基礎に翌期以降保証期間内の費用見積額を計上している。
　　③退職給付引当金
　　　 　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における

退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計上している。

　　　 　なお、会計基準変更時差異については、15年による按
分額を費用処理している。

　　　 　過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均残存勤務期
間以内の一定の年数（15年）による定額法により費用処
理している。

　　　 　数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業
員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（15年）による
定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から
費用処理することとしている。

　⑷消費税等の会計処理
　　 　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。

2． 貸借対照表に関する注記
　⑴有形固定資産の減価償却累計額 211,110百万円
　⑵保証債務
　　　従業員の住宅購入資金借入に対する保証 6,783百万円
　⑶関係会社に対する金銭債権及び金銭債務
　　　短期金銭債権 84,752百万円
　　　短期金銭債務 33,949百万円

3． 損益計算書に関する注記
　関係会社との取引高
　　売上高 412,554百万円
　　仕入高 235,150百万円
　　営業取引以外の取引高 3,913百万円

4． 株主資本等変動計算書に関する注記
　当事業年度末における自己株式の種類及び株式数
　　普通株式 897千株
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5． 税効果会計に関する注記
　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
（繰延税金資産）
未払賞与 1,018百万円
未払賞与に係る社会保険料 144
未払事業税 619
退職特別加算金 1,537
製品保証費用 1,612
有価証券評価損 384
減価償却超過額 1,826
減損損失 1,326
退職給付引当金 1,744
その他 221
繰延税金資産小計 10,436
評価性引当額 △438
繰延税金資産合計 9,998

（繰延税金負債）
買換資産圧縮積立金 △2,573
リース会計基準適用に伴う影響額 △164
繰延税金負債合計 △2,738
繰延税金資産の純額 7,260

6． 関連当事者との取引に関する注記
　⑴親会社及び法人主要株主等

属
　
性

会
社
名
住 所 資 本 金 事 業 の

内 容

議 決 権 等
の所有（被
所有）割合

関　係　内　容
役員の
兼任等 事 業 上 の 関 係

親
　
会
　
社

日
産
自
動
車
㈱

神奈川県
横浜市
神奈川区

百万円

605,813

自動車の
製造・
販売等

%
被所有
直接 42.9
間接 0.0

人
兼任 1
転籍 6

エンジン等部分品の有
償支給を受け、自動車
として同社に販売

取　引　内　容 取引金額 科　目 期末残高
百万円 百万円

営業取引 自動車の販売等 412,500 売掛金 67,944
部分品の受給等 139,999 買掛金 15,878

　　取引条件及び取引条件の決定方針等
①自動車の販売については、市場価格、総原価を勘案して当
社希望価格を提示し、価格交渉の上、一般的取引条件と同
様に決定している。

②部分品の受給については、原則として日産自動車㈱の原価
により算定した価格により、交渉の上決定している。

③取引金額については消費税等を含んでいないが、期末残高
には消費税等を含んでいる。
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　⑵子会社

属
　
性

会
社
名
住 所 資 本 金 事 業 の

内 容

議 決 権 等
の所有（被
所有）割合

関　係　内　容
役員の
兼任等 事 業 上 の 関 係

子
　
会
　
社

日
産
車
体
九
州
㈱

福岡県
京都郡

百万円

10
自動車の
車体製造

%
所有
直接

100.0

人

兼任 5
部分品を有償支給し、 
車体として仕入

取　引　内　容 取引金額 科　目 期末残高
百万円 百万円

営業取引 部分品の支給等 15,770 未収入金 9,754
部分品の仕入 17,787 買掛金 9,044

営業外取引 グループファイナンスによる資金の貸付 1,990 短期貸付金 684
長期貸付金 1,306

会
社
名
住 所 資 本 金 事 業 の

内 容

議 決 権 等
の所有（被
所有）割合

関　係　内　容
役員の
兼任等 事 業 上 の 関 係

日
産
車
体
マ
ニ
ュ
フ
ァ
ク
チ
ュ
ア
リ
ン
グ
㈱

神奈川県
平塚市

百万円

432

自動車部品
の製造・
販売等

%
所有
直接

100.0

人
兼任 3
転籍 3

部分品の支給
部分品の仕入

取　引　内　容 取引金額 科　目 期末残高
百万円 百万円

営業取引 部分品の支給等 33,173 未収入金 3,332
部分品の仕入 54,855 買掛金 5,104

営業外取引 グループファイナンスによる資金の貸付 2,140 短期貸付金 5,660

会
社
名
住 所 資 本 金 事 業 の

内 容

議 決 権 等
の所有（被
所有）割合

関　係　内　容
役員の
兼任等 事 業 上 の 関 係

㈱
オ
ー
ト
ワ
ー
ク
ス
京
都

京都府
宇治市

百万円

480
自動車の
車体製造

%
所有
直接

100.0

人
兼任 3
転籍 5

部分品を有償支給し、
車体として仕入

取　引　内　容 取引金額 科　目 期末残高
百万円 百万円

営業取引 部分品の支給等 8,254 未収入金 1,088
部分品の仕入 13,988 買掛金 1,573

営業外取引 グループファイナンスによる資金の借入 － 短期借入金 990

　　取引条件及び取引条件の決定方針等
①部分品の仕入については、市場価格を勘案して当社希望価
格を提示し、価格交渉の上、一般的取引条件と同様に決定
している。
②資金の貸付・借入については、市場金利を勘案して利率を
合理的に決定している。
③取引金額については消費税等を含んでいないが、期末残高
には消費税等を含んでいる。
④グループファイナンスによる資金の貸付・借入について
は、前当期の増減額を記載している。

　⑶兄弟会社等

属
　
性

会
社
名
住 所 資 本 金 事 業 の

内 容

議 決 権 等
の所有（被
所有）割合

関　係　内　容
役員の
兼任等 事 業 上 の 関 係

親
　
会
　
社
　
の
　
子
　
会
　
社

カ
ル
ソ
ニ
ッ
ク
カ
ン
セ
イ
㈱

埼玉県
さいたま市
北区

百万円
41,456

自動車部品
の製造・
販売

%
－

人
兼任 1 部分品の仕入先

取　引　内　容 取引金額 科　目 期末残高
百万円 百万円

部分品の仕入 31,811 買掛金 6,142

会
社
名
住 所 資 本 金 事 業 の

内 容

議 決 権 等
の所有（被
所有）割合

関　係　内　容
役員の
兼任等 事 業 上 の 関 係

日
産
フ
ァ
イ
ナ
ン
ス
㈱

東京都
港区

百万円
2,491 金 融 業

%
－

人
－ 当社グループ資金の

運用先

取　引　内　容 取引金額 科　目 期末残高
百万円 百万円

資金運用 7,032 － －
受取利息 347

会
社
名
住 所 資 本 金 事 業 の

内 容

議 決 権 等
の所有（被
所有）割合

関　係　内　容
役員の
兼任等 事 業 上 の 関 係

日
産
グ
ル
ー
プ
フ
ァ
イ
ナ
ン
ス
㈱

神奈川県
横浜市
西区

百万円
90 金 融 業

%
－

人
－ 当社グループ資金の

運用先

　　取引条件及び取引条件の決定方針等
①部分品の仕入については、市場価格を勘案して当社希望価
格を提示し、価格交渉の上、一般的取引条件と同様に決定
している。

②資金運用については、日産ファイナンス㈱、日産グループ
ファイナンス㈱から提示された条件（利率等）について、
一般の短期資金の市場金利を勘案して検討し、決定してい
る。

③取引金額については消費税等を含んでいないが、期末残高
には消費税等を含んでいる。

④資金運用については、前当期の増減額を記載している。

取　引　内　容 取引金額 科　目 期末残高
百万円 百万円

資金運用 4,139 預け金 55,975
受取利息  35 未収入金 17
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⑤日産グループファイナンス㈱は、日産ファイナンス㈱の吸
収分割により、平成22年2月1日にグループファイナンス
事業を継承した。これにより、日産ファイナンス㈱につい
ては平成21年4月1日から平成22年1月31日の取引高、
日産グループファイナンス㈱については平成22年2月1日
から平成22年3月31日の取引高を記載している。

7． 1株当たり情報に関する注記
　⑴1株当たり純資産額 918円58銭
　⑵1株当たり当期純利益 61円40銭

8． 重要な後発事象に関する注記
　該当事項はない。

9. その他の注記
　記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示している。

連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書　謄本

独立監査人の監査報告書
平成22年5月17日

日 産車体株式会社
取締役会   御中

新日本有限責任監査法人

指定有限責任社員
業務執行社員 公認会計士 太 田 建 司 ㊞

指定有限責任社員
業務執行社員 公認会計士 堀 健 ㊞

当監査法人は、会社法第444条第4項の規定に基づき、日産車体
株式会社の平成21年4月1日から平成22年3月31日までの連結会計
年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、
連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。
この連結計算書類の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は
独立の立場から連結計算書類に対する意見を表明することにある。
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査

の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連結
計算書類に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得る
ことを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採
用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見
積りの評価も含め全体としての連結計算書類の表示を検討すること
を含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための
合理的な基礎を得たと判断している。
当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公
正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、日産車体株式会社
及び連結子会社から成る企業集団の当該連結計算書類に係る期間の
財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示してい
るものと認める。
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の

規定により記載すべき利害関係はない。
以　上
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会計監査人の監査報告書　謄本

独立監査人の監査報告書
平成22年5月17日

日 産車体株式会社
取締役会   御中

新日本有限責任監査法人

指定有限責任社員
業務執行社員 公認会計士 太 田 建 司 ㊞

指定有限責任社員
業務執行社員 公認会計士 堀 健 ㊞

当監査法人は、会社法第436条第2項第1号の規定に基づき、日
産車体株式会社の平成21年4月1日から平成22年3月31日までの第
87期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、
株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書につい
て監査を行った。この計算書類及びその附属明細書の作成責任は経
営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から計算書類及びその
附属明細書に対する意見を表明することにある。
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査

の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算
書類及びその附属明細書に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理
的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行わ
れ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によ
って行われた見積りの評価も含め全体としての計算書類及びその附
属明細書の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査
の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。
当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国に
おいて一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、当
該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産及び損益の状況を
すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の

規定により記載すべき利害関係はない。
以　上

監査役会の監査報告書　謄本

監　査　報　告　書
　当監査役会は、平成21年4月1日から平成22年3月31日までの第87期事
業年度の取締役の職務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に
基づき、審議の結果、監査役全員の一致した意見として、本報告書を作成
し、以下のとおり報告いたします。
1．監査役および監査役会の監査の方法およびその内容
　 　監査役会は、当期の監査方針、監査計画および職務の分担等を定め、
各監査役から監査の実施状況および結果について報告を受けるほか、取
締役等および会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、
必要に応じて説明を求めました。
　 　各監査役は、監査役会が定めた「監査役監査基準」に準拠し、当期の
監査方針、監査計画および職務の分担等に従い、取締役、内部監査室そ
の他の使用人との意思疎通を図り、情報の収集および監査の環境の整備
に努めるとともに、取締役会その他重要な会議に出席し、取締役および
使用人等からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説
明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社および各事業所において業
務および財産の状況を調査いたしました。
　 　また、取締役の職務の執行が法令および定款に適合することを確保す
るための体制その他株式会社の業務の適正を確保するために必要なもの
として会社法施行規則第100条第1項および第3項に定める体制の整備に
関する取締役会決議の内容および当該決議に基づき整備されている体制
（内部統制システム）の状況を監査役会が定めた「内部統制システムに係
る監査の実施基準」に準拠し、監視および検証いたしました。
　 　子会社については、子会社の取締役および監査役等と意思疎通および
情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受けました。
　 　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告およびその附属明
細書について検討いたしました。
　 　さらに、会計監査人が独立の立場を保持し、かつ適正な監査を実施し
ているかを監視および検証するとともに、会計監査人からその職務の執
行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会
計監査人から「職務の遂行が適正に行なわれることを確保するための体
制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管
理基準」（平成17年10月28日企業会計審議会）等に従って整備している
旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。以上の方法に基づき、
当該事業年度に係る計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変
動計算書および個別注記表）およびその附属明細書並びに連結計算書類
（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書および連
結注記表）について検討いたしました。

2．監査の結果
　1）事業報告等の監査結果
　（1） 事業報告およびその附属明細書は、法令および定款に従い、会社

の状況を正しく示しているものと認めます。
　（2） 取締役の職務執行に関する不正の行為または法令若しくは定款に

違反する重大な事実は認められません。
　（3） 内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認

めます。また、当該内部統制システムに関する取締役の職務の執
行についても、指摘すべき事項は認められません。

　2）計算書類およびその附属明細書の監査結果
　　   会計監査人「新日本有限責任監査法人」の監査の方法および結果は

相当であると認めます。
　3）連結計算書類の監査結果
　　   会計監査人「新日本有限責任監査法人」の監査の方法および結果は

相当であると認めます。

　平成22年5月24日

日産車体株式会社 監査役会
常勤監査役 石 原 忠 志 ㊞
常勤監査役 島 田 吉 隆 ㊞
監 査 役 小 山 俊 雄 ㊞
監 査 役 早 瀬 哲 夫 ㊞

（注）  監査役石原忠志、監査役島田吉隆および監査役小山俊雄は、会社法
第2条第16号および第335条第3項に定める社外監査役であります。

以　上以　上
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株 主 メ モ

事 業 年 度 毎年4月1日から翌年3月31日まで

剰余金の期末
配当の基準日

毎年3月31日
なお中間配当を実施するときの
基準日は9月30日

定時株主総会 毎年6月

定時株主総会
の 基 準 日

毎年3月31日

株主名簿管理人 東京都港区芝三丁目33番1号
中央三井信託銀行株式会社

郵便物送付先
（電話照会先）

〒168-0063
東京都杉並区和泉二丁目8番4号
中央三井信託銀行株式会社　証券代行部
電話 0120-78-2031（フリーダイヤル）
取次事務は中央三井信託銀行株式会社の全
国各支店並びに日本証券代行株式会社の本
店及び全国各支店で行っております。

（お知らせ）
住所変更、単元未満株式の買取等のお申出先について
　  株主様の口座のある証券会社にお申出ください。
　  なお、証券会社に口座がないため特別口座が開設されまし
た株主様は、特別口座の口座管理機関である中央三井信託
銀行株式会社にお申出ください。
未払配当金の支払いについて
　  株主名簿管理人である中央三井信託銀行株式会社にお申出
ください。

「配当金計算書」について
　  配当金支払いの際送付している「配当金計算書」は、租税
特別措置法の規定に基づく「支払通知書」を兼ねております。
確定申告を行う際は、その添付書類としてご使用いただく
ことができます。

　  なお、配当金領収証にて配当金をお受取りの株主様につき
ましても、本年より配当支払いの都度「配当金計算書」を
同封させていただいております。

　  　＊確定申告をなされる株主様は、大切に保管ください。

商 号
英 文 社 名 NISSAN SHATAI CO., LTD.




